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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求

をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主

の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律

でお送りいたします。

第17回定時株主総会資料

電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項

　　　　●　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

　　　　●　新株予約権等の状況

　　　　●　連結注記表

　　　　●　個別注記表

第17期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）

株式会社ジャパンインベストメントアドバイザー
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

１. 当社グループにおける取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制

(1) 当社及び当社子会社（以下、あわせて「当社グループ」という。）の取締役及び使

用人は、社会倫理、法令、定款及び各種社内規程等を遵守するとともに、「経営理

念」に基づいた適正かつ健全な企業活動を行う。

(2) 取締役会は、「取締役会規程」、「職務権限規程」等の職務の執行に関する社内規

程を整備し、使用人は定められた社内規程に従い業務を執行する。

(3) コンプライアンスの状況は、コンプライアンス委員会により取締役及び監査役に対

し報告を行うとともに、各部門責任者は、部門固有のコンプライアンス上の課題を

認識したうえで、法令遵守体制を整備し、推進する。

(4) 代表取締役社長直轄の内部監査室は、各部門の業務執行及びコンプライアンスの状

況等について定期的に監査を実施し、その結果を代表取締役社長及び監査役に報告

する。

(5) 法令違反その他法令上疑義のある行為等については、当社グループの通報窓口（常

勤監査役、グループ法務・コンプライアンス部及び社外の法律事務所）を設置し、

適切に対応する。

上記体制に関する運用状況の概要

 当社グループは、社内研修及び社内報等を通じて、「経営理念」に基づいた適正か

つ健全な企業活動の実施や、社内規程の遵守について、意識向上に努めておりま

す。とりわけ、インサイダー取引防止、ハラスメント防止等のコンプライアンス研

修は、全員受講とし、不正行為の予防及び防止に取り組んでおります。

 当社グループは、取締役及び使用人に対して、「コンプライアンス・マニュアル」

の内容を理解した旨、入社時点に加えて、毎年定期に確認することを徹底しており

ます。

 代表取締役社長は、自身が委員長であるコンプライアンス委員会の定期的な開催、

内部監査室による定期的な監査報告により、各部門の活動状況について報告を受

け、適切な改善策を指示しております。重要度の高い内容については、取締役会に

報告しております。

 当社グループは、社外の弁護士のみが窓口となることを選択できる内部通報制度を

策定し、通報者の保護を図るとともに問題の早期発見と改善に取り組んでおりま

す。

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他当社 

及び当社子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制についての決定内容

及び運用状況の概要は以下のとおりであります。

－ 1 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役の職務の執行に係る記録文書、稟議書、その他の重要な情報については、文

書又は電磁的媒体に記録し、法令及び社内規程に基づき、適切に保存及び管理す

る。

(2) 取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書等を閲覧できるものとする。

上記体制に関する運用状況の概要

 当社グループは、取締役の職務の執行に係る記録文書、稟議書、その他の重要な情

報について、「文書管理規程」にて詳細を規定し、適切に保存及び管理しておりま

す。これらは、取締役及び監査役の要請に応じ、いつでも情報提供できる体制を整

備しております。

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 取締役会は、コンプライアンス、個人情報、自然災害、セキュリティ及びシステム

トラブル等の様々なリスクに対処するため、社内規程を整備し、定期的に見直すも

のとする。

(2) リスク情報等については各部門責任者並びにグループ会社各責任者より取締役及び

監査役に対し報告を行うとともに、組織横断的にリスク状況を監視し、対応する。

また、それぞれの担当部署は、リスク管理に関する研修の実施、マニュアルの作

成・配布等を行い、適切にリスク対応を行う。

(3) 不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長指揮下の対策本部を設置し、必要

に応じて顧問法律事務所等の外部専門機関とともに迅速かつ的確な対応を行い、損

害の拡大を防止するものとする。

(4) 内部監査室は、各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を代表取締役社長に報

告するものとし、取締役会において定期的にリスク管理体制を見直すものとする。

上記体制に関する運用状況の概要

 当社グループは、「リスクマネジメント規程」及び関連規程により、リスク発生の

防止と適切な対応による損失の最小化の体制を規定しております。

 代表取締役社長は、自身が委員長であるリスクマネジメント委員会の定期的な開

催、内部監査室による定期的な監査報告により、各部門の活動状況について報告を

受け、適切な改善策を指示しております。重要度の高い内容については、取締役会

に報告しております。

－ 2 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため、代

表取締役及び各取締役は、代表取締役の指揮・監督の下、取締役会の決定に従い、

社内規程に定められた権限及び責任の範囲で、自己の業務を執行する。

(2) 取締役会は月に１回定期的に、又は必要に応じて適時開催し、法令に定められた事

項のほか、経営理念、経営方針、中期経営計画及び年次予算を含めた経営目標の策

定及び業務執行の監督等を行い、各部門においては、その目標達成に向け具体策を

立案・実行する。

(3) 各部門においては、社内規程に基づき権限の委譲を行い、責任の明確化を図ること

で、迅速性及び効率性を確保する。

上記体制に関する運用状況の概要

 当社は、毎月開催される定時取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し、

業務執行の意思決定及び業務執行の監督を行っております。当連結会計年度は、取

締役会を14回開催いたしました。

－ 3 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

５. 当社子会社における業務の適正を確保するための体制

(1) 子会社においては、「グループ経営理念」に基づき、社会倫理、法令、定款及び社

内規程を遵守するとともに、業務の適正を確保し、実効性のある経営管理を行う。

(2) 子会社においては、当社の諸規程に準じ、取締役及び使用人の職務の執行が法令及

び定款に適合することを確保するために必要な規程並びに取締役の職務の執行に係

る情報の保存及び管理に関する規程の整備を推進する。

(3) 子会社においては、当社の諸規程に準じ、取締役の職務の執行が効率的に行われる

ことを確保するための体制の整備を推進するとともに、グループ各社の業務内容・

組織形態にふさわしい体制整備を行い、業務の適正を確保する。

(4) 子会社においては、損失の危険の管理に関する規程の整備を推進するとともに、

個々のリスクの把握と統合的なリスク管理の体制を整備し、不測の事態が発生した

場合には損害拡大を防止すべく適切な対応を行うものとする。

(5) 子会社においては、当社に対し必要な経営上の報告を行う。

(6) 当社の監査役及び内部監査部門は、子会社の監査役や管理部門と連携し、子会社の

取締役及び使用人の職務執行状況を監査する。

上記体制に関する運用状況の概要

 当社グループは、社内研修及び社内報等を通じて、「グループ経営理念」に基づい

た適正かつ健全な企業活動を行うことや社内規程の遵守について、意識向上に努め

ております。とりわけ、インサイダー取引防止、ハラスメント防止等のコンプライ

アンス研修は、全員受講とし、不正行為の予防及び防止に取り組んでおります。

 当社は、「関係会社管理規程」にて子会社毎の担当部門を規定しております。担当

部門は、子会社の各種規程の整備・運用状況や、月次の経営状況について定期的な

報告を受け、内部統制の有効性を確認しております。

 当社の監査役は、子会社の監査役又は管理部門と定期的な意見交換を通じて問題を

共有し、当社の内部監査担当者は、定期的に子会社の内部監査を実施し、代表取締

役社長に報告しております。

－ 4 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

６. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性及びその使用人に対する指示

の実効性の確保に関する事項

(1) 監査役からの求めがある場合には、速やかに監査役を補助する使用人を置くことと

する。

(2) 指示を受けた使用人はその指示に関しては、取締役、部門長等の指揮命令を受けな

いものとし、監査役の指示の実効性を確保するとともに取締役からの独立性を確保

する。

(3) 監査役の指示に従ったことを理由に、人事その他社内処遇上、何らの不利益な取扱

をすることは行わない。

上記体制に関する運用状況の概要

 現在当社は、監査役を補助する使用人を設置しておりませんが、監査役の要請に応

じて、その職務を補助すべき使用人を置くこととしております。

７. 監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1) 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会

等の重要な会議に出席し、必要に応じ稟議書等の重要な文書を閲覧し、取締役及び

使用人に説明を求めることができることとする。

(2) 当社グループの取締役、監査役及び使用人は、法定の事項に加え、業務又は業績に

重大な影響を与える事項、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状況、そ

の他、監査役の職務の遂行に必要なものとして求められた事項について、速やかに

当社監査役又は監査役会に対して報告を行う。当該報告事項には、当社グループ会

社から当社取締役及び使用人が報告を受けた重要事項を含む。

(3) 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱を受けないこと

を確保する。

上記体制に関する運用状況の概要

 監査役は、取締役会等の重要な会議に出席し、重要な意思決定のプロセスや業務の

執行状況を把握しております。必要に応じ稟議書等の重要な文書を閲覧し、取締役

及び使用人に説明を求めております。

 監査役は、内部通報制度による通報状況の報告を受けております。又、常勤監査役

を窓口に特定された通報も受けております。監査役は、それら通報のあった内容に

ついて、取締役及び使用人に説明及び改善を求めております。

 当社は、監査役へ報告を行った当社及び子会社の取締役と使用人に対し、そのこと

を理由として不利な取扱を行うことを禁止し、その旨周知させております。

－ 5 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

８. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の

執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

(1) 監査役がその職務の執行に必要な費用について、当社に対し、会社法に基づく費用

の前払又は償還の請求をした場合は、当社は当該請求に基づき必要な支払いを行

う。

上記体制に関する運用状況の概要

 当社は、監査役の職務について生ずる費用について、監査役の手続きに基づき、速

やかに処理しております。

９. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役は、代表取締役との間で定期的な会合をもち、情報交換や業務執行状況を報

告、検討するなど代表取締役との相互認識を深めた体制とする。

(2) 監査役は、内部監査部門・会計監査人との連携等を通じ、監査の実効性と効率を高

めた体制を構築する。

上記体制に関する運用状況の概要

 監査役及び監査役会は、代表取締役、内部監査部門及び会計監査人とそれぞれ定期

的に意見交換会を開催し、監査役監査の充実を図っております。

１０. 財務報告の信頼性を確保するための体制

(1) 当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関係

法令に基づき、有効かつ適切な内部統制の体制を構築する。

上記体制に関する運用状況の概要

 当社グループは、財務報告の信頼性を向上させるために、必要となる組織を構築

し、人材の確保・配置を行っております。

 当社グループは、「経理規程」等の各種規程を定めるとともに、財務報告に関わる

内部統制体制の充実と有効性の向上を図っております。

－ 6 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

１１. 反社会的勢力の排除に向けた体制

(1) 当社グループは、反社会的勢力とは、取引関係を含めて一切の関係を遮断し、反社

会的勢力による不当要求は拒絶する。又、取引先がこれらと関わる個人、企業、団

体等であることが判明した場合には取引を解消する。

(2) 反社会的勢力による被害を防止するための教育体制を構築するとともに、対応方法

等を整備し、周知する。

(3) 反社会的勢力による不当要求が発生した場合には、警察及び顧問法律事務所等の外

部専門機関と連携し、有事の際の協力体制を構築する。

上記体制に関する運用状況の概要

 当社グループは、反社会的勢力等からの不当要求等への対応及び取引防止に関する

統括部署を設置するとともに、社内報を通じて周知を図っております。

 当社グループは、「反社会的勢力対策に関する規程」及び関連マニュアルを整備

し、取締役及び使用人はこれらに則った運用を推進しております。

－ 7 －
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新株予約権等の状況

第 ２ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2016年８月18日

新 株 予 約 権 の 数 814個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式
162,800株

(新株予約権１個につき200株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり3,000円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て 出 資
さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり286,200円
(１株当たり　1,431円)

権 利 行 使 期 間
2018年４月１日から
2023年９月１日まで

行 使 の 条 件 （注）３

役
員
の
保
有
状
況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数 665個

目的となる株式数133,000株

保有者数 3名
　

社 外 取 締 役

新株予約権の数 70個

目的となる株式数 14,000株

保有者数 2名
　

監 査 役

新株予約権の数 79個

目的となる株式数 15,800株

保有者数 3名
　

新株予約権等の状況

① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付さ

れた新株予約権の状況

（注）１. 2017年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって、株式分割を行っ

ております。なお、当該株式分割時点において残存する新株予約権の目的とな

る株式の数及び行使価額については、株式分割の割合に応じて調整を行ってお

ります。

（注）２. 上記の第２回新株予約権のうち、取締役１名に付与している新株予約権は、取

締役就任前に付与されたものであります。

（注）３. 第２回新株予約権の行使条件及びその他の条件は以下のとおりです。

新株予約権の行使の条件

（1）新株予約権者は、当社が金融商品取引法に基づき提出する有価証券報告書に

記載される連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計

算書）において、2017年12月期から2019年12月期の３事業年度におけるいず

れかの期の営業利益が4,700百万円を超過している場合に、新株予約権を行

－ 8 －
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使することができる。なお、適用する会計基準の変更等により参照すべき項

目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で

定めるものとする。

（2）2018年４月１日から2019年３月31日までの期間では、新株予約権者は割当を

受けた新株予約権の総数の２分の１を上限として行使することができる。

2019年４月１日から2020年３月31日までの期間では、新株予約権者は既に行

使済みの新株予約権を含め割当を受けた新株予約権の総数の10分の６を上限

として行使することができる。

2020年４月１日から2021年３月31日までの期間では、新株予約権者は既に行

使済みの新株予約権を含め割当を受けた新株予約権の総数の10分の７を上限

として行使することができる。

2021年４月１日から2022年３月31日までの期間では、新株予約権者は既に行

使済みの新株予約権を含め割当を受けた新株予約権の総数の10分の８を上限

として行使することができる。

2022年４月１日から2023年３月31日までの期間では、新株予約権者は既に行

使済みの新株予約権を含め割当を受けた新株予約権の総数の10分の９を上限

として行使することができる。

2023年４月１日から2023年９月１日までの期間では、割当を受けた新株予約

権の総数の全部を行使することができる。

（3）新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会

社の取締役、監査役、執行役員又は従業員であることを要する。ただし、正

当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（4）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認める。

（5）新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権

株式数を超過することとなるときは、新株予約権の行使を行うことはできな

い。

（6）新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

（7）譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するものとす

る。

－ 9 －
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第 ２ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2016年８月18日

新 株 予 約 権 の 数 2,180個（注）２

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式436,000株
(新株予約権１個につき200株)

（注）２

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権１個当たり

3,000円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て 出 資
さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
286,200円

(１株当たり　1,431円)

権 利 行 使 期 間
2018年４月１日から
2023年９月１日まで

行 使 の 条 件 （注）３

割
当
先

当社使用人

新株予約権の数 948個
目的となる
株式数

189,600株

保有者数 19名
　

子会社の役員及び使用人

新株予約権の数 20個
目的となる
株式数

4,000株

保有者数 4名
　

② その他新株予約権等に関する重要な事項

　　第２回新株予約権の行使条件及びその他の条件は以下のとおりです。

（注）１. 2017年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって、株式分割を行っ

ております。なお、当該株式分割時点において残存する新株予約権の目的とな

る株式の数及び行使価額については、株式分割の割合に応じて調整を行ってお

ります。

（注）２. 「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類と数」の欄に

は、使用人の退職等により当社が無償取得した新株予約権（1,212個）及び新

株予約権の目的となる株式（普通株式242,400株）がそれぞれ含まれておりま

す。

（注）３. 行使の条件については、①（注）３．と同様であります。

－ 10 －
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 25社

・主要な連結子会社の名称 JPリースプロダクツ＆サービシイズ株式会社

JLPS Ireland Limited

フィンスパイア株式会社

JIA信託株式会社

JIA証券株式会社

株式会社日本證券新聞社

②　非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 JPA第16号株式会社等

・連結の範囲から除いた理由 匿名組合事業の営業者である子会社については「会

社計算規則」（2006年２月７日法務省令第13号）第

63条第１項第２号により、連結の範囲に含めること

により、利害関係者の判断を著しく誤らせるおそれ

があると認められること、またそれ以外の子会社に

ついては、同規則第63条第２項により、子会社の資

産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フ

ローその他の項目が、いずれも連結計算書類に重要

な影響を及ぼしていないことから、連結の範囲から

除外しております。

③　議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況

・当該会社等の数 ６社

・当該会社等の名称 シースリーホールディングス株式会社

ベターライフサポートホールディングス株式会社

Fits横濱株式会社

株式会社那須バイオファーム

株式会社ニューロスカイ

Skyrocket株式会社

－ 11 －
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・子会社としなかった理由 当社の一部の子会社が、投資育成や事業再生を図り

キャピタルゲイン獲得を目的とする営業取引として

保有し、企業会計基準適用指針第22号の要件を満た

しており、当該会社等の意思決定機関を支配してい

ないことが明らかであると認められるためでありま

す。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 ６社

・主要な関連会社の名称 Bleriot Aviation Leasing Designated Activity 

Company

アドラーソーラーワークス株式会社

JIA Aviation Finance合同会社

②　持分法を適用していない非連結子会社の状況

・主要な会社等の名称 JPA第16号株式会社等

・持分法を適用しない理由 匿名組合事業の営業者である子会社については「会

社計算規則」（2006年２月７日法務省令第13号）第

69条第１項第２号により、持分法を適用することに

より、利害関係者の判断を著しく誤らせるおそれが

あると認められること、またそれ以外の子会社につ

いては、同規則第69条第２項により、子会社の損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても、連結

計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法の適用範囲から除外

しております。

(3) 連結の範囲及び持分法の適用範囲の変更に関する事項

①　連結の範囲の変更

　新たに株式を取得したパイオニアエース航空株式会社及びその他３社をそれぞれ連

結の範囲に含めております。

　また、連結子会社３社を譲渡等により連結の範囲から除外しております。

②　持分法の適用範囲の変更

　新たに株式を取得した１社を持分法適用の範囲に含めております。

　また、１社を譲渡により持分法適用の範囲から除外しております。

－ 12 －
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(4) 連結子会社及び持分法適用会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち１社の決算日は11月末日であり、連結決算日との差は３ヵ月以内

であるため、連結計算書類の作成にあたっては同決算日現在の計算書類を使用してお

ります。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。また、連結子会社のうち２社の決算日は３月末日であり、連結

決算日と異なるため、2022年12月末日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用

しています。

　その他の連結子会社及び持分法適用会社の事業年度は連結会計年度と一致しており

ます。

(5) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．営業投資有価証券及び投資有価証券

・市場価格のない株式等　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し

　以外のもの 売却原価は移動平均法により算定）を採用しており

ます。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合

への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可能な直近の決算

書を基礎とし、持分相当額を総額で取り込む方法を

採用しております。

ロ．投資有価証券 満期保有目的の債券については、償却原価法（定額

法）を採用しております。

ハ．棚卸資産

・商品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用して

おります。

・未成業務支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用して

おります。

－ 13 －
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 当社及び国内連結子会社は定率法によっております。

法人税法の改正に伴い、2016年４月１日以降に取得

した建物については、定額法を採用しております。

また、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に

基づく定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～18年

その他 ３年～10年

ロ．無形固定資産

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

ハ．長期前払費用 定額法を採用しております。

③　繰延資産の処理方法

イ．社債発行費 償還期間にわたり定額法により償却しております。

④　引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 将来における貸倒損失に備えるため、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ロ．株主優待引当金 株主優待制度の利用による費用負担に備えるため、

当連結会計年度末において、翌連結会計年度に利用

が見込まれる金額を計上しております。

ハ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の

うち当連結会計年度に負担すべき額を計上しており

ます。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

⑥　のれんの償却に関する事項

　のれんの償却は、５年間の定額法によっております。

⑦　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジに処理によっております。な

お、特例処理の要件を満たしている金利スワップに

ついては、特例処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

ハ．ヘッジ方針 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 特例処理による金利スワップであるため、有効性の

評価は省略しております。

－ 14 －



2023/02/22 19:53:55 / 22941227_株式会社ジャパンインベストメントアドバイザー_招集通知

連結注記表

⑧　重要な収益及び費用の計上基準

収益認識に関する計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における

主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常

の時点）は以下のとおりであります。

イ．オペレーティング・リース事業

　当社グループは、主に匿名組合方式によるオペレーティング・リース事業案件の

組成及び管理並びに投資家への匿名組合出資持分の販売を行うことで、手数料等の

収益を得ております。

　当社グループが提供するオペレーティング・リース事業案件は、主に匿名組合方

式であります。

　匿名組合方式の場合、匿名組合の営業者となる子会社（SPC）において、リース

物件を取得し、オペレーティング・リース事業を行います。当社グループは当該リ

ース事業に係るリース開始時点で、当社グループが一時的に立替取得し、連結貸借

対照表の「商品出資金」に計上するとともに、当該匿名組合出資持分を投資家に譲

渡します。

　当社グループが、投資家に、匿名組合出資持分を譲渡することで、オペレーティ

ング・リース事業の損益等が投資家に帰属することになります。従って、当社グル

ープは、オペレーティング・リース事業の案件を組成し、当該リース事業に係る匿

名組合出資持分を投資家に販売することを履行義務として識別し、これらの販売時

点で履行義務が充足されたと判断し、組成及び販売に関する手数料を収益として認

識しております。管理については、契約で定める一定期間にわたり履行義務が充足

されると判断されることから、時の経過に応じて管理に関する手数料を収益として

認識しております。

⑨　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．商品出資金の会計処理

　当社連結子会社は匿名組合契約に基づく権利の立替金を「商品出資金」とし

て計上しております。子会社であるSPCが行うリース事業の組成時に、当社連結

子会社が立替えた金額を「商品出資金」に計上し、投資家に地位譲渡時に、

「商品出資金」を減額しております。

　なお、当該譲渡に対する手数料については、利息相当額であるため、「商品

出資金売却益」として営業外収益に計上しております。

ロ．信託受益権の会計処理

　当社連結子会社は、JIA信託株式会社に航空機のリース物件等を信託し、「信

託受益権」として計上しております。

　当初委託者兼受益者である当社連結子会社は、当該信託受益権を投資家に地

位譲渡時に「信託受益権」を減額し、対応する手数料等を売上高に計上しま

す。

－ 15 －
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２．会計方針の変更

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、

「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財

又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスとの交換に受け取

ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これにより、パーツアウト・コンバージョン事業における機体等の販売に関する会

計処理について、従来は、売上高には、商品の譲渡価格から、機体等の帳簿価額を控

除した、当社グループの利益相当額（役務手数料相当額）を計上しておりましたが、

当連結会計年度より、当該取引は顧客への財又はサービスの提供における当社グルー

プの役割が本人に該当するものとして、売上高に機体等の譲渡価格を計上する方法に

変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定め

る経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡

及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当

該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　これらの結果、従来の方法に比べ、当連結会計年度の売上高及び売上原価に影響は

ありません。また、各損益及び利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、

「流動負債」に表示していた「前受収益」は、当連結会計年度より「流動負債」の

「契約負債」に含めて表示することといたしました。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会

計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月

４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる連結計算書

類への影響はありません。

　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとに内

訳等に関する事項等の注記を行うことといたしました。

－ 16 －
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当連結会計年度

商品 9,963

商品出資金 46,587

信託受益権 28,680

前渡金 10,583

収益性の低下による簿価切下額 442

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 259百万円

３．会計上の見積りに関する注記

商品出資金等の評価

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは商品出資金等の評価について、個別法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっており、収益性の低下

した商品出資金等については、正味売却価額または回収可能価額を貸借対照表価額と

しております。

　正味売却価額等の見積りには、不確実性を伴うため、正味売却価額等が想定よりも

下回った場合には損失が発生する可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　関係会社等の銀行借入金に対する保証として、関係会社株式26百万円に質権が設定

されております。また、不動産関連事業を行うため、宅地建物取引業法に基づき、敷

金保証金15百万円を法務局に供託しております。さらに、信託事業を行うため、信託

業法に基づき、敷金保証金35百万円を法務局に供託しております。

－ 17 －
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(4) コミットメントライン契約等

　当社及び連結子会社においては、運転資金等の柔軟な調達を行うため、主要取引金

融機関と当座貸越契約及びコミットメントライン契約(シンジケート方式含む)を締結

しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

当座貸越極度額及びコミットメントライン契約の総額 105,911百万円

借入実行残高 83,988百万円

　差引額 21,922百万円

(5) 財務制限条項

　当社及び連結子会社が、主要取引金融機関と締結しておりますコミットメントライ

ン契約（シンジケート方式）極度額総額66,600百万円、コミットメントライン契約極

度額総額23,481百万円、当座貸越極度額総額3,000百万円、無担保私募債総額3,000百

万円及び金銭消費貸借契約総額3,242百万円については、当社の第２四半期決算及び

各年度決算における連結貸借対照表における純資産の部の金額を直前期等の基準とな

る決算期の75％以上に維持することや、連結損益計算書の営業損益又は経常損益を損

失としないこと等を内容とする財務制限条項が付加されております。

－ 18 －
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普通株式 30,731,200株

決 議
株 式 の

種 類

配 当 金 の

総 額

１株当たり

配 当 額
基 準 日

効 力

発 生 日

2022年３月29日

定 時 株 主 総 会
普通株式 483百万円 16円00銭

2021年

12月31日

2022年

３月30日

2022年７月29日

取 締 役 会
普通株式 483百万円 16円00銭

2022年

６月30日

2022年

９月１日

決 議 ( 予 定 )
株 式 の

種 類

配 当 の

原 資

配 当 金

の 総 額

１株当たり

配 当 額
基 準 日

効 力

発 生 日

2 0 2 3年３月2 8日

定 時 株 主 総 会
普通株式 利益剰余金 483百万円 16円00銭

2022年

12月31日

2023年

３月29日

第2回新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式

目的となる株式の数 598,800株

新 株 予 約 権 の 残 高 2,994個

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

(2) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度となるもの

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない

ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

－ 19 －
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については基本的に流動性の高い金融資産で運用し、

投機的な取引は行わない方針であります。資金調達については銀行等金融機関から

の借入による方針としております。また、デリバティブ取引は、金利変動リスクを

回避するために利用しております。

　当社子会社（SPC）において、オペレーティング・リース事業を開始する時点

で、当該事業に係る匿名組合契約に基づく権利の未販売分がある場合、当社グルー

プは、投資家に地位譲渡することを前提に、一時的に当該匿名組合契約に基づく権

利を引き受けます。当社グループは、その引き受けた権利を「商品出資金」として

貸借対照表に計上し、投資家に地位譲渡を行います。

　当該匿名組合契約に基づく権利を引き受けるための資金は、自己資金、金融機関

からの個別の借入金によるほか、当座貸越契約及びコミットメントライン契約(シ

ンジケート方式含む)を締結し、必要に応じて、借入を実行することで調達してお

ります。当該借入金は、当該匿名組合契約に基づく権利を投資家に地位譲渡した

後、速やかに返済しております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金、立替金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。また、一部外貨建のものについては、為替の変動リスクに晒されておりま

す。

　商品出資金は、①に記載のとおりであり、主として為替の変動リスクに晒されて

おります。

　短期貸付金及び長期貸付金は、貸付先の信用リスクに晒されておりますが、貸付

先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとと

もに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。ま

た、一部外貨建のものについては、為替の変動リスクに晒されております。

　営業投資有価証券及び投資有価証券は、投資先の信用リスクに晒されております

が、定期的に時価や投資先の財政状態の検証を行っており、保有状況を継続的に見

直しております。

　営業債務である買掛金及び業務未払金は、全て１年以内の支払期日となっており

ます。

　短期借入金、長期借入金及び社債は、SPCの組成及び運転資金等に係る資金調達

を目的としたものであります。

－ 20 －
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連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 営 業 投 資 有 価 証 券 632 632 －

(2) 投 資 有 価 証 券 3,260 3,911 651

(3)
長 期 貸 付 金
(1年内回収予定の貸付金を含
む )

17,192 23,290 6,097

資 産 計 21,086 27,835 6,749

(4)
長 期 借 入 金 ( １ 年 内
返 済 予 定 の 長 期
借 入 金 を 含 む )

7,449 7,454 4

(5)
長期ノンリコースローン(１年
内 返 済 予 定 の 長 期
ノンリコースローンを含む)

13,379 18,058 4,679

(6)
社債(１年内償還予定の社債を
含 む )

8,538 8,551 13

負 債 計 29,367 34,065 4,697

　　デリバティブ取引 － － －

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権等について、所管部門における債権管理責任者が主要

な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理す

るとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　営業投資有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先

企業）の財務状況等を把握するとともに、市況や取引先企業との関係を勘案して保

有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

　　の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰計画を作

成・更新し、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　当連結会計年度末日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等および連結貸借対照表に

持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については、次

表には含まれておりません（（注２）（注３）参照）。

(単位:百万円)

－ 21 －
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区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式等 15,672

区分 連結貸借対照表計上額

投資事業有限責任組合及びそれに類
する組合への出資

21

１年以内
１年超

５年以内
５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 20,906 － － －

売 掛 金 4,593 － － －

商 品 出 資 金 46,587 － － －

信 託 受 益 権 28,680 － － －

短 期 貸 付 金 3,623 － － －

立 替 金 6,204 － － －

未 収 入 金 563 － － －

長 期 貸 付 金 26 12,526 74 4,566

合計 111,185 12,526 74 4,566

（注）１. 現金及び預金、売掛金、商品出資金、信託受益権、短期貸付金、立替金、未収

入金、短期借入金は、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳

簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（注）２. 市場価格のない株式等は、「（1）営業投資有価証券」および「(2)投資有価証

券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下の

通りであります。

(単位:百万円)

（注）３.連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体

への出資については記載を省略しております。当該金融商品の連結貸借対照表

計上額は以下の通りであります。

(単位:百万円)

（注）４. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位:百万円)
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

営業投資有価証券

　株式 632 - - 632

投資有価証券

　株式 272 - - 272

資産合計 905 - - 905

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算

定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン

プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時

価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低

いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品

(単位:百万円)
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　満期保有目的の債券 - 3,638 - 3,638

長期貸付金 - 23,290 - 23,290

資産合計 - 26,929 - 26,929

長期借入金(１年内
返 済 予 定 の 長 期

借入金を含む)

- 7,454 - 7,454

長期ノンリコースロー
ン ( １ 年 内
返済予定の長期ノンリ
コースローンを含む)

- 18,058 - 18,058

社債 - 8,551 - 8,551

負債合計 - 34,065 - 34,065

②時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(単位:百万円)

（注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

営業投資有価証券、投資有価証券

　上場株式については、活発な市場における無調整の相場価格を利用しており、レベ

ル１の時価に分類しております。また、満期保有目的の債券については、元利金の合

計額について、リスクフリーレートである国債の利率で割り引いて現在価値を算定し

ており、レベル２の時価に分類しております。

長期貸付金

　長期貸付金については、元利金の合計額について、リスクフリーレートである国債

の利率で割り引いて現在価値を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金、長期ノンリコースローン

　変動金利による長期借入金の時価については、短期間で市場金利を反映するため時

価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　また、固定金利による長期借入金の時価については、元利金の合計額について、当

社の信用リスクを勘案し、リスクフリーレートである国債の利率で割り引いて現在価

値を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

社債

　社債については、元利金の合計額について、当社の信用リスクを勘案し、リスクフ

リーレートである国債の利率で割り引いて現在価値を算定しており、レベル２の時価

に分類しております。
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　金融ソリューション事業

　　オペレーティング・リース事業 8,976

　　環境エネルギー事業 7,214

　　パーツアウト・

　　コンバージョン事業
1,042

　　その他 558

　メディア関連事業 253

顧客との契約から生じる収益 18,045

その他の収益 -

外部顧客への売上高 18,045

当連結会計年度

期首残高 期末残高

 顧客との契約から生じた債権 7,420 4,593

 契約負債 1,164 5,510

７．賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の時価等の開示については、重要性がないため注記を省略しておりま

す。

８．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円)

(注)　当社グループは事業セグメントを「金融ソリューション事業」及び「メディア関

連事業」に区分しておりますが、全事業セグメントに占める「金融ソリューショ

ン事業」の割合が高く開示情報としての重要性が乏しいため、事業セグメント別

の記載を省略しております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書

類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　会計方針に関する事項　

重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　顧客との契約から生じた債権、契約負債の残高等

（単位：百万円)
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(1)１株当たり純資産額 1,516円19銭

(2)１株当たり当期純利益 146円14銭

　契約負債は、主にオペレーティング・リース事業に係る前受手数料として、履行

義務充足前に対価を受領したものであり、収益の認識に伴い取り崩しております。

契約負債の増加要因は、主として前受手数料の増加によるものです。

　当連結会計年度に認識した収益のうち、当連結会計年度期首の契約負債残高に含

まれていたものは、1,164百万円であります。また、当連結会計年度において、過去

の期間に充足した履行義務から認識した収益の金額に重要性はありません。

②　残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実

務上の簡便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がな

いため記載を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

10．企業結合に関する注記

取得による企業結合

　当社は、2022年１月20日付で締結した株式譲渡契約に基づき、2022年２月１日にパ

イオニアエース航空株式会社（以下、「パイオニアエース航空」という。）の全株式

を取得し、完全子会社化いたしました。

(1) 企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　　パイオニアエース航空

事業の内容　　　　　航空機使用事業等

②　企業結合を行った主な理由

　本株式取得により、新たなリースプロダクツとしてビジネスジェットへの拡大展

開、また、旅客及び貨物のチャーター便運航等のチャーターエアラインビジネス分

野への事業展開を図るためであります。

③　企業結合日

2022年２月１日（みなし取得日2022年３月31日）

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤　結合後企業の名称

パイオニアエース航空

⑥　取得した議決権比率

100％
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⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、現金を対価として株式を取得したことによります。

(2) 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間

　2022年３月31日をみなし取得日としているため、パイオニアエース航空の当該取得

日後から2022年12月31日までの業績を当連結会計年度に係る連結損益計算書に含めて

おります。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得原価は、当事者間の守秘義務契約により非開示とさせていただきます。

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　　２百万円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　発生したのれんの金額

167百万円

②　発生原因

今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。

③　償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

11．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

・移動平均法による原価法を採用しております。

②　営業投資有価証券及び投資有価証券

・市場価格のない株式等　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し

　以外のもの 売却原価は移動平均法により算定)を採用しており

ます。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合

への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可能な直近の決算

書を基礎とし、持分相当額を総額で取り込む方法を

採用しております。

③　棚卸資産

・商品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用して

おります。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法を採用しております。

法人税法の改正に伴い、2016年４月１日以降に取得

した建物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～18年

工具、器具及び備品 ３年～10年

②　無形固定資産

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

③　長期前払費用 定額法を採用しております。

(3) 繰延資産の処理方法

①　社債発行費 償還期間にわたり定額法により償却しております。
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(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 将来における貸倒損失に備えるため、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

②　株主優待引当金 株主優待制度の利用による費用負担に備えるため、

当事業年度末において翌事業年度に利用が見込まれ

る金額を計上しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

　当社の主な収益は、子会社からの業務受託料及び経営管理料であります。

　業務受託料は、子会社との契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務

であり、業務が実施された時点で、当社の履行義務が充足されることから、当該時

点で収益を認識しております。

　また、経営管理料は、子会社との契約内容に応じた経営管理業務を日々提供する

ことが履行義務であり、時の経過に連れてその履行義務が充足されることから、一

定の期間にわたり収益を認識しております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

・原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについては、特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…金利スワップ

・ヘッジ対象…借入金

③　ヘッジ方針

・借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

・特例処理による金利スワップであるため、有効性の評価は省略しております。
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２．会計方針の変更

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、

「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又は

サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスとの交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定め

る経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適

用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残

高から新たな会計方針を適用しております。

　これらの結果、従来の方法に比べ、当事業年度の売上高及び売上原価に影響はあり

ません。また、各損益及び利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負

債」に表示していた「前受収益」は、当事業年度より「流動負債」の「契約負債」に

含めて表示することといたしました。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基

準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４

日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる計算書類への

影響はありません。

　また、連結注記表「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区

分ごとの内訳等に関する事項等の注記を行っております。

３．表示方法の変更に関する注記

　前事業年度まで関係会社に対する貸付金については、「長期貸付金」(前事業年度

1,517百万円)に含めて表示しておりましたが、当事業年度より、その残高のほぼ全て

が関係会社に対する貸付金となったことから、当社の事業運営の実態をより適切に表

示するため、「関係会社長期貸付金」として表示しております。なお、前事業年度に

おける「関係会社長期貸付金」は、1,504百万円であります。
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当事業年度

商品 1,397

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 107百万円

JPリースプロダクツ＆サービシイズ株式会社 70,157百万円

①　短期金銭債権 9,189百万円

②　長期金銭債権 － 百万円

③　短期金銭債務 67百万円

④　長期金銭債務 － 百万円

４. 会計上の見積りに関する注記

商品等の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　(1)の金額の算出方法は、連結注記表「3. 会計上の見積りに関する注記　商品出資

金等の評価」の内容と同一であります。

５．貸借対照表に関する注記

(1) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

(2) 担保に供している資産

　不動産関連事業を行うため、宅地建物取引業法に基づき、敷金保証金15百万円を法

務局に供託しております。

(4) 保証債務

　以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

(5) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
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(2) 関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 3,333百万円

仕入高 2百万円

販売費及び一般管理費 90百万円

営業取引以外の取引高

受取利息 533百万円

受取配当金 1,500百万円

普通株式 540,420株

繰延税金資産

未払事業税 45百万円

売上高加算額 246百万円

資産除去債務 33百万円

投資有価証券評価損 149百万円

その他 18百万円

　　　繰延税金資産合計 493百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 27百万円

　　　繰延税金負債合計 27百万円

　　　繰延税金資産の純額 465百万円

６．損益計算書に関する注記

(1) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

７．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

(2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

８．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引内容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社
JPリースプロダク
ツ＆サービシイズ
株 式 会 社

所有
直接　 100.0%

営業取引、役員
の兼任、債務保
証、被保証、資
金の援助

業務受託料
の受取
(注)２

3,081 売 掛 金 28

資金の貸付
(注)３

7,734
関 係 会 社
短期貸付金

28,512

資金の回収
(注)３

2,300 － －

利息の受取
(注)３

233 未 収 入 金 739

当社子会社
の銀行借入
に対する債
務保証
(注)４

70,157 － －

債務被保証
(注)５

4,500 － －

子 会 社
J P O 第 ０ 号
株 式 会 社

所有
直接　 100.0%

資金の援助、役
員の兼任

資金の貸付
(注)３

618
関 係 会 社
短期貸付金

25

資金の回収
(注)３

4,146 － －

利息の受取
(注)３

48 未 収 入 金 522

設備取得資
金の立替等
(注)６

2,915 立 替 金 2,921

子 会 社
J P O 第 １ 号
株 式 会 社

 所有
直接　 100.0%

資金の援助、役
員の兼任

資金の貸付
(注)３

546
関 係 会 社
短期貸付金

534

資金の回収
(注)３

2,031 － －

利息の受取
(注)３

16 未 収 入 金 452

子 会 社
J P O 第 ３ 号
株 式 会 社

所有
直接　 100.0%

資金の援助、役
員の兼任

資金の貸付
(注)３

1,521
関 係 会 社
短期貸付金

3,578

資金の回収
(注)３

1,045 － －

利息の受取
(注)３

89 未 収 入 金 112

子 会 社
J P O 第 ５ 号
株 式 会 社

所有
直接　 100.0%

資金の援助、役
員の兼任

資金の貸付
(注)３

-
関 係 会 社
短期貸付金

3,037

資金の回収
(注)３

125 － －

利息の受取
(注)３

30 未 収 入 金 129

子 会 社
J P O 第 ６ 号
株 式 会 社

所有
直接　 100.0%

資金の援助、役
員の兼任

資金の貸付
(注)３

1,285
関 係 会 社
短期貸付金

2,629

資金の回収
(注)３

1,425 － －

利息の受取
(注)３

75 未 収 入 金 211

９．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

(単位:百万円)
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種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引内容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社
J P E 第 １ 号
株 式 会 社

所有
直接　 100.0%

資金の援助
資金の貸付
(注)３

1,360
関 係 会 社
短期貸付金

371

資金の回収
(注)３

1,375
関 係 会 社
長期貸付金

1,665

利息の受取
(注)３

20 未 収 入 金 5

子 会 社
J P E 第 2 号
株 式 会 社

所有
直接　 100.0%

資金の援助
資金の貸付
(注)３

605
関 係 会 社
長期貸付金

777

資金の回収
(注)３

200 － －

利息の受取
(注)３

5 未 収 入 金 0

子 会 社
JIA　LUXEMBOURG 
SARL

所有
直接　 100.0%

資金の援助
資金の貸付
(注)３

83
関 係 会 社
短期貸付金

119

貸金の回収
(注)３

705 － －

利息の受取
(注)３

8 未 収 入 金 8

子 会 社
南会津太陽光発電

所 合 同 会 社

所有
直接　 100.0%

設備取得資金の
立替等

設備取得資
金の立替等
(注)６

24 立 替 金 792

子 会 社
J P A 第 9 6 号

株 式 会 社
所有
間接　 100.0%

設備取得資金の
立替等

設備取得資
金の立替等
(注)６

△781 立 替 金 －

子 会 社
J P A 第 1 6 9 号

株 式 会 社
所有
間接　 100.0%

設備取得資金の
立替等

設備取得資
金の立替等
(注)６

514 立 替 金 780

(単位：百万円)

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１. 取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めております。

２. 当社の子会社JPリースプロダクツ＆サービシイズ株式会社の業務は、当社従業

員が遂行しております。業務受託手数料は、子会社から委託を受ける業務の内

容、子会社の業務を遂行する当社従業員の人件費等を勘案し、両社協議の上

で、決定しております。

３. 返済条件及び利率については、市場金利を勘案し両社協議の上で、決定してお

ります。

４. 当社子会社の銀行借入に対する債務保証について、金額は債務残高を記載して

おります。なお、保証料は受領しておりません。

５. 当社の銀行借入に対する債務被保証について、金額は債務残高を記載しており

ます。なお、保証料は支払っておりません。

６. 当社が行う匿名組合契約に基づく権利の売買及び私募の取扱の対象となる太陽

光発電事業等を行っております。取引条件は、当該事業のための設備の取得価

額等、市場実勢を参考に勘案し、両社協議の上で決定しております。
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(1) １株当たり純資産額 1,333円58銭

(2) １株当たり当期純利益 116円57銭

10.収益認識に関する注記

　収益を理解するための基礎となる情報は、個別注記表「1.重要な会計方針に係る事

項に関する注記」の「(6)収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているた

め、注記を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記

12．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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